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保年発第 001568号

平成 28年 2月 17日

熊本市国民健康保険運営協議会

会長  江 藤 正 行  様

熊本市長 大西 一

平成 28年度国民健康保険料率等について (諮問)

本市におきましては、平成 17年度に策定した、「国民健康保険会計健全化計画」に

基づき、国民健康保険会計の健全化に取り組んできましたが、他の政令指定都市を大幅

に上回る医療費の増嵩等により依然として厳しい状況が続いており、今後の収支につい

ても、極めて厳しくなることが想定されております。

このことから、単年度収支均衡を図るため、医療費適正化及び収納率向上対策の強化

に取り組むとともに、健全化計画において平成 26年度実施予定で先送りしていた保険

料率改定を実施することとしております。

つきましては、平成 28年度国民健康保険料率等について、下記のとおり諮問します。

国民健康保険料率について

(1)基礎賦課額の保険料率

所得割         100分 の9.3(現 行 100分の9.2)

被保険者均等割      28, 800円 (現行 28, 400円 )
世帯別平等割       22, 600円 (据置)

(2)後期高齢者支援金等賦課額の保険料率

記

所得割

被保険者均等割

世帯別平等割

(3)介護納付金賦課額の保険料率

100分 の 2.6(現 行 100分 の 2.3)
8, 100円 (現行 7, 300円 )
6, 100円 (現行 5, 700円 )

所得割

被保険者均等割

100分 の 2. 2

14,100円
(据置 )

(現行 13, 400円 )



2 賦課限度額について
54万円 (現行 52万円)基礎賦課限度額

9万円 (現行 17万円)後期高齢者支援金等賦課限度額  1
限度額      

｀
16万円 (据置)介護納付金賦課

3 適用期 日     平成 28年 4月 1日



Ⅳ．今後の国民健康保険会計健全化対策について

熊本市健康福祉子ども局国保年金課

平成28年2月17日

Ⅱ．熊本市国民健康保険会計収支推計について

Ⅲ．国民健康保険制度に係る本市の現況について

Ⅰ．国民健康保険料率改定について

別冊1



（保険料率改定影響）

Ⅰ．国民健康保険料率改定について



②

③＝①＋②

①



予定収納率で割戻す

歳出 歳入 賦課総額

賦課総額を賦課割合に応じて配分。所得

割、均等割、平等割それぞれの保険料総
額を算出。

÷ 所得総額 ＝ 所得割率

保険料率の算定

50% 所得割

35% 均等割 ÷ 被保険者数 ＝ 均等割額

必要収納額÷予定収納率

15% 平等割 ÷ 世帯数 ＝ 平等割額

保険料調定額
必要収納額

保険給付費
・

後期高齢者支援金
・

介護納付金

など

＝

国・県等の負担金

一般会計繰入金
など

（保険料率算定方法）

Ⅰ．国民健康保険料率改定について



■ モデル世帯Ⅴと
同一世帯構成で
若年化、法定軽減
対象外世帯

■ モデル世帯Ⅴと
同一世帯構成で
若年化、法定軽減
対象外世帯

432,150円

モデル世帯Ⅵ

年額保険料111,608円
（H27比較：＋3,570円）

446,430円
＋14,280円

3.3%UP

■ 4人世帯、介護
保険料該当世帯、
法定軽減対象世帯

■ 4人世帯、介護
保険料該当世帯、
法定軽減対象世帯

387,110円

モデル世帯Ⅴ
年額保険料99,768円

（H27比較：＋2,990円）
399,070円

＋11,960円

3.1%UP

■ 単身世帯、介護
保険料該当世帯
■ 単身世帯、介護
保険料該当世帯

306,190円

モデル世帯Ⅳ

315,170円
年額保険料315,170円
（H27比較：＋8,980円）

＋8,980円

2.9%UP

■ 2人世帯、介護
保険料非該当世帯
■ 2人世帯、介護
保険料非該当世帯

291,750円

モデル世帯Ⅲ
年額保険料150,615円
（H27比較：＋4,740円）

301,230円
＋9,480円

3.2%UP

■ 国保実態調査
上、所得ありの世帯
最多所得区分世帯

■ 国保実態調査
上、所得ありの世帯
最多所得区分世帯

242,870円

モデル世帯Ⅱ
年額保険料83,583円

（H27比較：＋2,627円）
250,750円

＋7,880円

3.2%UP

■ 国保実態調査
上、最多所得区分世
帯（所得なし）

■ 国保実態調査
上、最多所得区分世
帯（所得なし）

29,910円

モデル世帯Ⅰ
年額保険料15,375円
（H27比較：＋420円）

30,750円
＋840円

2.8%UP

（モデル世帯による保険料率改定影響一覧）

年額保険料（H27）
年額保険料（H28）
保険料率改定（5億円）

H27比較
世帯一人当たり年額保険料

（H28）

Ⅰ．国民健康保険料率改定について

■ モデル世帯Ⅴと
同一世帯構成、法定
軽減対象外世帯

■ モデル世帯Ⅴと
同一世帯構成、法定
軽減対象外世帯

508,890円
年額保険料131,143円
（H27比較：＋3,920円）

524,570円
＋15,680円

3.1%UP

モデル世帯Ⅶ

※ 世帯所得及び世帯構成（世帯員数・世帯員年齢）により保険料が異なるため、改定後の被保険者一人当たり保険料は、必ずしも＋2,242円とはならない。



Ⅱ．熊本市国民健康保険会計収支推計について
（収支推計見直し）



（単位：百万円）

②

③

①



Ⅲ．国民健康保険制度に係る本市の現況について
（他都市（指定都市）比較〔保険料〕）

■ 本市の平成27年度国民健康保険料は、被保険者一人当たり保険料比較で、指定都市20市中10位。

■ 保険料率改定後は、他都市を平成27年度保険料水準として比較した場合、指定都市中8位となる。

保険料比較【一人当たり】

年間保険料（平成26年度） 年間保険料（平成28年度）年間保険料（平成27年度）



（他都市（指定都市）比較〔収納率・保険給付費〕）

Ⅲ．国民健康保険制度に係る本市の現況について

収納率
（一般被保険者・滞納繰越）比較

収納率
（一般被保険者・現年度）比較 一人当たり保険給付費比較保険給付費伸率比較



単年度収支比較 累積収支比較

（他都市（指定都市）比較〔収支等〕）

Ⅲ．国民健康保険制度に係る本市の現況について



一人当たり一般会計
繰入金（法定外分）比較一般会計繰入金

（法定外分）比較



▼ 『適切な滞納処分』と『きめ細やかな対応』による取組みを強化し、平成29年度末までに収納率90.50%（一般被保険
者分・現年度分）を目指す。 【効果額：収支推計期間で＋2.8億円収支改
善】

▼ 平成26年度以降、強化してきた滞納対策について、引き続き、徹底した滞納整理を実施し、滞納繰越額の削減を図
る。 【効果額：収支推計期間で＋9.7億円収支改
善】

Ⅳ．今後の国民健康保険会計健全化対策について
（医療費適正化・収納率向上対策等）

▼ 平成27年10月よりマルチペイメントネットワークによる口座振替受付サービス（ペイジー）を導入、口座振替を徹底し、
口座振替率の向上を図る。 【効果額：各年度の収納率上昇率に参入】

▼ 〔一次点検〕 レセプト一次点検については、国民健康保険団体連合会に委託しており、毎年度20,000枚以上のレセ
プトを返戻。

▼ 〔二次点検〕 レセプト二次点検については、民間業者に委託しているが、より効果的な点検ができるよう点検項目の見
直しを行う。 【効果額：各年度36,000千円】

▼ 被保険者への患者調査を実施し、正しい知識の啓発を行う。 【効果額：各年度20,000千円】



今後の国民健康保険会計健全化対策について

▼ 特定健診受診結果により要治療者であった者で治療が確認できない者に対し、手紙や電話による受診勧奨を行い、
受診勧奨後も未受診の者に対しては、各区保健子ども課保健師による家庭訪問を行うことにより、予防可能な重症化
疾患の発症を抑制し、医療費適正化を図る。 【効果額：各年度90,000千円】

▼ ３か月間継続して同一診療科目で月4件以上の複数医療機関を受診している重複受診者や、3か月間継続して同一
医療機関で月15日以上受診している頻回受診者に対して、文書送付や家庭訪問による健康相談を行い、被保険者の
健康保持のために不必要な多量服薬を予防し、適正受診を確保することにより、医療費適正化を図る。

【効果額：各年度15,000千円】

▼ 40歳以上の被保険者への希望カード配布、リーフレットや情報誌等での広報を通じ、ジェネリック医薬品を普及すると
ともに、生活習慣病に伴う慢性疾患対象薬を処方されている者で1薬剤当たりの削減効果額が200円以上見込める者
に対し、自己負担差額通知書の送付することにより、ジェネリック医薬品の使用を促進し、医療費適正化を図る。

▼ 40～74歳の被保険者のうち、生活習慣病に伴う慢性疾患（糖尿病、高血圧、脂質異常症等）対象薬で、1か月で1
薬剤当たりの削減効果額が200円以上見込まれる場合に送付している自己負担差額通知書の対象を拡大（年齢要件
撤廃、対象薬剤拡大）する。 【効果額：各年度40,000千円】

▼ 国民健康保険会計の現況、一般会計からの繰入れの状況、国民健康保険料率の決定方法並びに今後の国民健康
保険会計の収支見通し及び保険料率引上げの見込等に関するリーフレットの作成や市政だよりによる広報等により、国
民健康保険会計収支に係る理解を促進、被保険者に対する保険料納付及び予防・健康づくりへの意識啓発が図られ
るよう、国民健康保険会計の「見える化」を図る。



（2）平成2８年度賦課限度額等について（諮問）

平成28年2月

国 保 年 金 課

熊本市国民健康保険運営協議会資料

別冊２



1

国民健康保険法施行令の一部を改正する政令（概要）

＜改正趣旨＞

「平成２８年度税制改正の大綱」（平成２７年１２月２４日閣議決定）において、
国民健康保険税の課税限度額を引き上げるとともに、国民健康保険税の軽減措置につ
いて、５割軽減及び２割軽減の対象世帯に係る所得判定基準を改正することとされた
ことに伴い、国民健康保険料についても同様の措置を講ずるため、国民健康保険法施
行令（昭和３３年政令第３６２号）の一部を改正するもの。

＜改正内容＞

１ 国民健康保険の保険料の基礎賦課額に係る賦課限度額を５２万円から５４万円

に、後期高齢者支援金等賦課額に係る賦課限度額を１７万円から１９万円に引き

上げる。

２ 被保険者均等割額及び世帯別平等割額を軽減する所得判定基準について、５割軽

減の基準については被保険者数に乗ずる金額を２６万円から２６万５千円に、２割

軽減の基準については被保険者数に乗ずる金額を４７万円から４８万円に引き上げ

る。



上限額（引上げ後）８９万円

上限額（引上げ前）８５万円

所得

保
険
料
額

7割軽減

5割

2割

【見直し後】【現行】

応能分50％
（所得割）

応益割50％
（均等割・平等割）

● 国保料賦課限度額の見直し

基礎分 後期分 介護分 合計

現行 52万円 17万円 16万円 85万円

見直し 54万円 19万円 16万円 89万円

● 限度額超過世帯の割合（平成28年度推計）

基礎分 後期分 介護分 合計

現行 2.79% 3.04% 2.44% 2.38%

見直し 2.60% 2.47% 2.44% 2.18%

2

賦課限度額について（諮問）

○ 国保料の賦課限度額については、被用者保険におけるルールとのバランスを考慮し、当面は
超過世帯割合が1.5％に近づくように段階的に賦課限度額を引き上げていく。

〇平成28年度においては、基礎賦課分・後期高齢者支援金等分・介護納付金分の限度額超過世帯
割合のバランスを考慮し、基礎賦課分を2万円、後期高齢者支援金等分を2万円の計４万円を
引き上げることとする（介護納付金分は据え置く）。



経済動向等を踏まえ、
軽減判定所得を見直し

所得
① ②

保
険
料
額

7割軽減

5割

2割

（均等割・平等割）

応益割50％

応能分50％
（所得割）

3

保険料軽減対象者について

○ 低所得者に対する国民健康保険料の軽減措置の対象となる世帯の軽減判定所得について、経済動
向等を踏まえ、見直しを行う。

■軽減判定所得（現行）
７割軽減＝基礎控除（３３万円）
５割軽減
＝基礎控除（３３万円）＋２６万円×（被保険者数）
２割軽減
＝基礎控除（３３万円）＋４７万円×（被保険者数）

■軽減判定所得（改正後）
①５割軽減
＝基礎控除（３３万円）＋２６.５万円×（被保険者数）
②２割軽減
＝基礎控除（３３万円）＋４８万円×（被保険者数）
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平成28年2月17日 

  

熊本市国民健康保険運営協議会 

     会長  江 藤 正 行  様 

 

熊本市長 大西 一史   

 

平成28年度国民健康保険料率等について（諮問） 

 

本市におきましては、平成 17年度に策定した、「国民健康保険会計健全化計画」に

基づき、国民健康保険会計の健全化に取り組んできましたが、他の政令指定都市を大幅

に上回る医療費の増嵩等により依然として厳しい状況が続いており、今後の収支につい

ても、極めて厳しくなることが想定されております。 

このことから、単年度収支均衡を図るため、医療費適正化及び収納率向上対策の強化

に取り組むとともに、健全化計画において平成 26年度実施予定で先送りしていた保険

料率改定を実施することとしております。 

つきましては、平成28年度国民健康保険料率等について、下記のとおり諮問します。 

 

  

記 

 
 

１ 国民健康保険料率について 

（１）基礎賦課額の保険料率 

所得割         １００分の９．３（現行１００分の９．２） 

   被保険者均等割      ２８，８００円（現行２８，４００円） 

   世帯別平等割       ２２，６００円（据置） 

      

（２） 後期高齢者支援金等賦課額の保険料率 

所得割         １００分の２．６（現行１００分の２．３） 

   被保険者均等割       ８，１００円（現行７，３００円） 

  世帯別平等割        ６，１００円（現行５，７００円） 

 

 （３）介護納付金賦課額の保険料率 

   所得割         １００分の２．２（据置） 

   被保険者均等割       １４，１００円（現行１３，４００円） 

写 

諮問書の市長決裁後、市長印押印後の写しを資料とする。 



 
2 

２ 賦課限度額について 

基礎賦課限度額         ５４万円（現行５２万円） 

後期高齢者支援金等賦課限度額  １９万円（現行１７万円） 

介護納付金賦課限度額      １６万円（据置） 

 

 

３ 適用期日     平成２８年４月１日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

3 

平成２８年度熊本市国民健康保険会計当初予算（案）のポイント

【３】医療費（医療給付費）の伸びを2.6％で想定

●全体として被保険者数は減少しているものの、医療費の嵩む前期高齢者数の伸び
　により医療費は増加傾向（H26年度→27年度見込2.6%増）
 

●H28年度も同様の傾向が推定され、医療給付費⑳の伸びを前年度同様2.6％で想定

【１】保険料率改定による収入額の増加（＋5億円）を計上

●医療費適正化や収納率向上対策に取り組んでも、なお不足する財源確保のため、
　国民健康保険会計健全化計画において、H26年度に実施予定で先送りしていた、
　保険料率改定を実施。

【２】一般会計繰入金はほぼ前年同額

●H2８年度の「赤字補てん」繰入金⑭については、Ｈ27年度同額の８億円

改定後 現行（改定前） 差

所得割 9.3% 9.2% 0.1%
均等割 28,800円 28,400円 400円
平等割 22,600円 22,600円 －
所得割 2.6% 2.3% 0.3%
均等割 8,100円 7,300円 800円
平等割 6,100円 5,700円 400円
所得割 2.2% 2.2% －
均等割 14,100円 13,400円 700円

医療分

後期分

介護分

■改定（案） ＜被保険者1人当たり保険料 ＋ 2,242円＞

＜保険料収入増見込額 ＋ 5億円＞

【医療給付費⑳の見込】

伸率 伸率

2.6% 2.6%307,332 55,971 177,756 323,055 57,425
医療給付費

（見込）
187,492 291,036 54,567 182,118

平成２６年度【決算】 平成２７年度【決算見込】 平成２８年度【予算】

人数
１人当たり

医療費
　（百万円）

金額
人数

１人当たり

医療費
　（百万円）

金額
人数

１人当たり

医療費
　（百万円）

金額
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当初予算の概要 （千円）

平成28年度 平成27年度

当初（案） 当初 対前年増減

Ａ Ｂ Ａ－Ｂ

① 16,972,328 16,684,000 288,328 ① 収納率（一般・現年）

現年度分 ② 15,972,328 15,684,000 288,328
89.16％（対前年+0.9％）

滞納繰越分 ③ 1,000,000 1,000,000 0
保険料率改定+５億円

④ 23,577,257 24,769,168 △ 1,191,911

⑤ 4,890,613 5,155,006 △ 264,393

⑥ 1,224,207 1,021,900 202,307 ⑥ 退職者医療制度の経過措置

⑦ 17,923,000 16,398,000 1,525,000 ⑦ 前期高齢者にかかる財政調整制度

⑧ 24,098,750 22,734,077 1,364,673 ⑧ 保険財政共同安定化事業等にかか

⑨ 8,780,508 8,709,424 71,084
る国保連合会からの交付金

保険基盤安定 ⑩ 4,700,421 4,581,976 118,445 ⑨ 一般会計繰入金

職員給与費等 ⑪ 1,351,427 1,324,674 26,753 法定分　 ⑩～⑬　78億円

出産育児一時金 ⑫ 336,000 336,000 0 法定外分 ⑭・⑮　10億円

財政安定化支援 ⑬ 1,378,511 1,352,245 26,266

赤字補てん ⑭ 800,000 800,000 0

その他繰入 ⑮ 214,149 314,529 △ 100,380

⑯ 124,974 124,974 0

⑰ 97,591,637 95,596,549 1,995,088

⑱ 1,426,061 1,366,005 60,056

⑲ 58,109,300 56,464,300 1,645,000 ⑳ 医療給付費伸率　2.6％

医療給付費 ⑳ 57,425,000 55,780,000 1,645,000
（Ｈ27決算見込から2.6％）

出産育児一時金 ㉑ 504,300 504,300 0

葬祭費 ㉒ 20,000 20,000 0

審査支払手数料 ㉓ 160,000 160,000 0

㉔ 9,508,299 9,911,782 △ 403,483 ㉔ 後期高齢者にかかる支援金

㉕ 3,717,426 4,350,120 △ 632,694 ㉕ 40歳以上～65歳未満の

㉖ 24,098,798 22,734,125 1,364,673
第2号被保険者分介護保険料納付金

㉗ 5,001 7,777 △ 2,776 ㉖ 保険財政共同安定化事業等に

㉘ 373 373 0
かかる国保連合会への拠出金

㉙ 606,379 642,067 △ 35,688 ㉙ H28特定健診受診率：45％

㉚ 120,000 120,000 0

㉛ 97,591,637 95,596,549 1,995,088

㉜ 0 0 0

諸支出金・予備費

前期高齢者交付金

後期高齢者支援金

老人保健拠出金

保健事業費

共同事業交付金

歳 入 合 計

総務費

保険給付費

説　　　明

歳 出 合 計

保険料

欄

番

号

一般会計繰入金

諸収入等

国庫支出金

県支出金

療養給付費交付金

歳入-歳出

前期高齢者納付金

介護納付金

共同事業拠出金

平成28年度国民健康保険会計当初予算（案）について
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（参考）　当初予算構成比

　H28年度当初予算（案）

　H27年度当初予算

平成28年度
国民健康保険事業費

〔歳入〕976億円
〔歳出〕976億円

歳出 歳入

平成27年度
国民健康保険事業費

〔歳入〕956億円
〔歳出〕956億円

歳出 歳入

保険給付費
565億円
（59.1％）

保険給付費
581億円
（59.5％）

後期高齢者支援金

95億円
（9.7％）

後期高齢者支援金

99億円
（10.3％）

共同事業拠出金

241億円
（24.7％）

共同事業拠出金

227億円
（23.8％）

介護納付金

37億円
（3.8％）

介護納付金
44億円
（4.6％）

総務費等
21億円

（2.2％）

総務費等

22億円
（2.3％）

保険料
170億円
（17.4％）

保険料
167億円
（17.5％）

国
248億円
（25.9％）

国
236億円
（24.2％）

県

49億円
（5.0％）

県

52億円
（5.4％）

前期高齢者

交付金等

174億円
（18.2％）

前期高齢者

交付金等

191億円
（19.6％）

一般会計繰入金

87億円
（9.1％）その他

1億円
（0.1％）

その他
1億円
（0.1％）

一般会計繰入金

88億円
（9.0％）

共同事業交付金
241億円
（24.7％）

共同事業交付金

227億円
（23.8％）
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【歳出】 【歳入】

保険料介護分

国・県

保険料後期分

（参考）　国民健康保険会計財源構成図

平成28年度国民健康保険会計　976億円

共同事業交付金
共同事業拠出金
（241億円）

※一般会計繰入金

若人
（～64歳）

保険給付費
（581億円）

保険料医療分

前期
（65～74歳）

国・県

 ※は各保険者が任意に行うもの

保険料医療分

※一般会計繰入金

前期高齢者交付金

国・県

後期高齢者支援金
（95億円）

総務費等（22億円） 保険料医療分、国・県、一般会計繰入金

国・県

介護納付金
（37億円）
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